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研究成果の概要（和文）：　本研究課題では、日本において政治参加が低調である背景に、一般市民の社会運動
や政治参加に対する態度があるものと想定し、質問紙調査による国際比較分析を通して検討した。
 分析の結果、日本では、政治的有効性感覚の低さや公的領域における自己実現的価値の弱さともあいまって、
社会運動の代表性や有効性に対する評価が低く、秩序不安感を抱く傾向にある。そして、こうした態度が社会運
動への参加に対する許容度とも関連しており、社会運動が受容されない政治文化を形成している。一方で、反グ
ローバリゼーションや脱原発など個別の運動に対しては、政治に対して市民の意思を表出するプロセスとして評
価されている側面もみられる。

研究成果の概要（英文）：　In this study, I explored the attitudes toward social movements and 
political participation of ordinary citizens through international comparison analysis based on 
questionnaire surveys.
 Social movements could be more acceptable if people regarded them as representing the voice of the 
people and as an effective way of making an appeal for representation. However, in Japan, social 
movements are not viewed as being representative and effective as they are in South Korea, Germany 
and the United States. This is the reason behind social movements not being as active in Japan as 
they are in other countries. Meanwhile, Japanese people evaluated individual movements, such as 
anti-globalization and anti-nuclear power, as a process of expressing the will of people.
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様 式 Ｃ－１９、Ｆ－１９－１、Ｚ－１９、ＣＫ－１９（共通） 

１．研究開始当初の背景 

市民の政治参加による民意の表出は民主
主義社会の根幹をなすものである。しかしな
がら、近年、民主主義諸国において、政治に
対する不信や不満の高まりにもかかわらず
政治参加が低調であるなど、民意の表出が不
十分であることが指摘されている。とりわけ
日本においてはこの傾向が強く、さらに、社
会運動などの集合的抗議への参加者も少な
い。世界各地で社会運動が大きな注目を集め
る中、日本では脱原発運動や反安保法制の抗
議運動が注目を集めたものの、運動参加は総
じて低調である。 
本研究課題では、こうした政治参加の特徴

の背景に、一般市民の社会運動や政治参加に
対するイメージや態度があるものと想定す
る。すなわち、世論の代表性、有効性、秩序
を攪乱する不安などといった点についての
一般市民の態度が参加志向性および参加を
許容する政治文化に結びついていると考え
る。 

２．研究の目的 

そこで、本研究課題の目的は、社会運動や
政治参加の背景にある一般市民の態度を国
際比較調査（日本、韓国、ドイツ、アメリカ）
に基づいて探究することである。 

具体的には、以下の諸点を明らかにする。 

(1)政治的忌避態度および、署名、陳情、デモ、
座り込みといった政治参加形態について
の世論の代表性、有効性、秩序不安等の
態度を測定し、各国の特徴を明らかにす
る。 

(2)それぞれの形態への実際の参加経験なら
びに参加許容度と、上記の参加形態に対
する態度との関連を明らかにする。また、
そのパターンは各国で異なるのか、日本
に特有のパターンはみられるのかを検討
する。 

(3)近年日本で注目を集めた脱原発運動や安
保法制への抗議運動に対する一般市民の
評価を調査し、社会運動を受容する政治
文化の醸成について検討する。 

３．研究の方法 

 本研究の主たる手法は、一般市民に対する
質問紙調査の実施とそのデータ分析である。
研究期間内に行った下記の(1)、(2)の調査と
ともに、以前に行った(3)の調査データの分析
も行った。 

(1)2016 年 1 月に日本、韓国、ドイツ、アメ
リカの 4 カ国の、18～79 歳の首都圏居住

の男女を対象としたウェブ調査を行った。
サンプル数は日本のみ 1,200 であり、他の
3 国は 600 である。 

(2)2017 年 9 月に日本だけを対象に追加調査
（ウェブ調査）を行った。サンプル数は事
前スクリーニングした社会運動参加者 400
と一般サンプル 800 である。 

(3)2012 年に日本、2014 年に韓国とドイツで、
一般市民を対象としたウェブ調査を行っ
た。サンプル数は日本 2,063、韓国 518、
ドイツ 520 である。 

４．研究成果 

１．社会運動に対する態度と他の政治・社
会意識との関連 

1.1.日本における年代ごとの比較（雑誌論文④） 

社会運動への参加および参加許容の背景
にあると想定される運動に対する態度（代表
性、有効性、秩序不安）に着目し、様々な政
治・社会意識（政治的有効性感覚、政治的信
頼、政治的寛容性、権威主義、ネオリベラリ
ズム）との関連を探究した。 
日本のデータを用いて、各年代における意

識の構造の異同を検討しところ、政治・社会
意識の各因子が社会運動に対する態度の因
子に及ぼす影響のパターンに相違はみられ
なかった。しかし、意識の水準によって、年
代による社会運動の受容態度が異なること
が示唆された。 

20 代の若年層においては、社会運動の有効
性や影響を高く認識している。こうした態度
の背後には、他の年代と比較して、政治的ア
クターへの信頼、権威主義、政治的エリート
の応答性といった既存の制度や秩序を支持
する態度がみられる。つまり、社会運動をエ
リート挑戦的な行為と捉えるわけではなく、
既存の社会制度と同様に受け入れているよ
うである。その一方で、内的政治的有効性感
覚が低く、政治がよくわからないという意識
が、運動に対する不安や怖さに結びつている
ことがみてとれる。 

60 代の高齢層は、社会運動の影響力を高く
評価しており、運動による不安感は小さい。
内的政治的有効性感覚が高い一方で、外的政
治的有効性感覚が低く、政治的エリートの応
答に期待できないことが、運動のもつ可能性
への評価につながっていると考えられる。ま
た、内的政治的有効性感覚の高さには、運動
に対する不安を軽減する効果もみられる。 

 
1.2.国際比較分析（未公表、論文準備中） 

 日本、韓国、ドイツの 3 カ国における社会
運動に対する態度と政治・社会意識との関連
の異同を検討した。 
社会運動に対する態度については、ドイツ



において代表性および有効性の認識が最も
高く、韓国、日本の順に続く。一方、秩序不
安感については、日本で最も高く、韓国、ド
イツの順である。ここから、ドイツにおいて
社会運動に対して相対的に肯定的であり、日
本では否定的な傾向がみられる。日本には社
会運動に好意的ではない政治文化がみてと
れる。 
こうした社会運動に対する態度と、他の政

治・社会意識との関連のパターンは 3 ヵ国で
おおむね類似していた。 
内的政治的有効性感覚が高く、自らが政治

を理解し、影響力があると認識しているほど
社会運動に対して秩序不安を抱かない。一方
で、外的政治的有効性感覚が高く、政治的エ
リートが応答的だと認識するならば、非制度
的な社会運動の代表性や有効性に対して懐
疑的になる傾向がある。つまり、社会運動は
代議制による制度的回路が十分に機能して
いない場合に、それを補完する意義が認めら
れていると考えられる。日本においては、さ
らに外的政治的有効性感覚が高いと社会運
動に秩序不安感を抱く傾向もみられる。 
また、自己実現的価値が高く、公的領域へ

の参加に積極的であるほど、社会運動の代表
性や有効性を認識している。一方で、私的領
域を重視し公的領域を忌避する政治的非関
与志向が高いことは、社会運動の代表性や有
効性といった評価とはつながらず、非制度的
政治参加による秩序不安感と関連している。 
以上の結果から、日本における社会運動に

対する評価の低さとして、内的政治的有効性
感覚の低さや脱物質主義的態度の弱さを指
摘することができる。 

 

2.社会運動の許容度の規定因 

2.1.社会運動に対する態度と許容度①（未公
表、論文準備中） 

社会運動に対する態度が運動への参加許
容度（参加してもよい／すべきでない・した
くない）にどのように影響しているのかを、
日本、韓国、ドイツの比較分析によって検討
した。 
運動に対する許容度については、ドイツに

おいては肯定的な人々が多いのに対して、日
本と韓国ではあまり多くはない。とりわけ、
デモや座り込みといった示威的形態で差が
みられる。 
こうした各国間での社会運動の許容度の

差に対して、運動に対する態度がどのように
影響しているのかを分析した。その結果、運
動の代表性・有効性と秩序不安感がそれぞれ
日本と韓国、ドイツの運動に対する許容度を
媒介していることが明らかとなった。特に、
運動の代表性・有効性は大きな効果をもって
いる。ここから、日本において社会運動が許
容されない理由として、運動が世論を代表し
ていたり、有効な政治参加であるという認識

が弱いことが挙げられる。 
 

2.2.社会運動に対する態度と許容度②（雑誌
論文②） 

社会運動に対する様々な態度が独立では
なく、それぞれの組み合わせによって条件づ
けられて、運動の許容度に影響を及ぼしてい
る可能性がある。そこで、ブール代数分析に
よって各態度の組み合わせの効果を検討し
た。 
分析結果から、3 ヶ国とも、どの形態にお

いても、運動の有効性に対する評価が重要で
あることが明らかとなった。 
ただし、各国における条件には相違もみら

れる。韓国の場合は、運動が有効であるとと
もに世論を代表していることが必要となる。
これに対してドイツは有効性とともに秩序
不安のなさが必要である。なお、両国におい
ては、署名や陳情などの穏健な形態とデモや
座り込みなどの示威的な形態によって許容
条件の相違はみられない。 
これに対して、日本の場合は、陳情のよう

な穏健な形態では代表性が高い場合に許容
されるのに対して、デモや座り込みのような
示威的な行為は代表性が低い場合に許容さ
れる。すなわち、示威的な形態については、
代表性をもたない少数者の主張であるがゆ
えに許容されるのである。 

 
2.2.社会運動の性質と態度、許容度（学会発

表①） 

社会運動自体の性質（イッシュー、規模、
行為形態、警備の厳しさ）が、人々の運動に
対する態度や許容度にどのように影響して
いるのかを、factorial survey に基づき、日本、
韓国、ドイツ、アメリカの国際比較分析か
ら検討した。 
調査において、イッシュー、規模、行為

形態、警備の厳しさという 4 つの条件の組
み合わせからなる仮想の社会運動状況に関
するビニエットを設定し、無作為にほぼ同
数の回答者を割り当てた。そして、それぞ
れの状況について正当性、代表性、有効性、
秩序不安に関する評価と、自分自身および
社会一般に参加してもよいかどうか（参加
許容度）について質問した。 
分析の結果、第 1 に、社会運動の特徴に

対する評価は各国で共通しており、規模が
大きいほど世論を代表し、有効であると考
えられている。規模の大きさは参加許容度
とは直接関連しないものの、代表性、有効
性を媒介して社会運動を許容する態度と結
びついている。 
第 2 に、イッシューが特定的であるほど

社会的にも個人的にも参加が許容されない。
イッシューの特定性はまた、秩序不安感と
結びついており、それを介して社会運動へ
の参加許容度に負の影響を及ぼす。 



第 3 に、他の 3 国と比べて、日本の参加
許容度が個人的にも社会的にも低い。さら
に、社会運動の特徴にかかわらず、日本で
は他国よりも正当性、代表性、有効性に関
する評価が低く、秩序不安の恐れが抱かれ
ている。こうした社会運動に対する評価の
低さを介して、参加を許容しないという態
度が形成されるメカニズムを見て取ること
ができる。 
 

3.個別の運動に対する一般市民の評価 

3.1.反グローバル運動に対する評価（図書③） 

2008 年洞爺湖サミット時における反グロ
ーバリズム運動（サミット・プロテスト）に
対する一般市民の評価を、質問紙調査に基づ
き分析した。 
主な知見として、サミット・プロテストに

対する市民の態度は、行為の正当性のみを支
持する群、全面的に支持する群、全面的に不
支持群、影響力を高く評価する群の 4 つに分
類された。このうち、全面的に支持する群は
若者が多く、革新・リベラル的な価値志向と
親和的な日常の社会行動を行っている。また、
政治関心が高く、政治参加の拡大を志向して
いる。しかしながら、南北格差の是正やグロ
ーバル化志向についての社会的意見と運動
を支持する態度の関連はみられない。 
ここから、傍観者である一般市民は、サミ

ット・プロテストをグローバリゼーションに
伴う諸問題というより、参加民主主義の拡大
という点で評価していたと考えられる。また、
若年層でサミット・プロテストの社会的イン
パクトを評価する傾向がみられることから、
その後に続く若者の示威的な抗議活動を受
容する兆しをみてとることができる。 

 
3.2.脱原発運動に対する評価（図書①、④） 

また、2012 年と 14 年に行った調査データ
を用いて、脱原発運動に対する一般市民の評
価を検討した。分析結果から、原発依存の是
非や脱原発運動への評価について、一定以上
の支持が得られている。2012 年と 14 年では
脱原発に対する世論の機運に差があるもの
の、回答の傾向に相違はみられない。むしろ、
脱原発運動に対する共感は 2014 年において
増している。もっとも、デモを中心とした抗
議活動が最適な参加手法とは必ずしも受け
止められていないようである。 
上記の点よりもさらに肯定的な回答を集

めたのが、声をあげることの大切さや、政府
の誠実な対応の必要性についてである。脱原
発の是非もさることながら、脱原発に対して
一部の利害関係者が決めるのではなく、民意
を反映させる政治システムを人々が望んで
いるといえる。そして、その傾向は自民党政
権下でも継続していることがわかる。 
 

4.その他 

 本研究課題に関連する成果として、代議制
民主主義と社会運動との関係についての論
考を発表した（雑誌論文①）。社会運動に対
する態度形成と基礎となる政治的社会化に
関する考察を行った（雑誌論文③）。また、
市民社会論のテキストにおいて社会運動論
の解説を行った（図書②）。 
 このほか、現時点では成果を公表していな
いが、非制度的な政治参加形態の国際比較分
析、団体・組織を介しての利益表出に関する
態度の国際比較分析、社会運動参加者と非参
加者における運動観の比較分析、日本におけ
る主要な社会運動に対する一般市民の評価
の比較分析などにも着手しており、今後、順
次成果を公表する予定である。 
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